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特別民間法人「社会保険診療報酬支払基金」の改革案について
≪改革案説明資料≫≪改革案説明資料≫

1



≪総括表≫改革の

特別民間法人「社会保険診療報酬支払基金」の改革案について

○ 「今後の審査委員会のあり方に関する検討会」の報告書を踏まえ、審査の充実や支部間差異の
解消に取り組む方針。

○ 平成22年度前半を目途に、平成23～27年度を対象期間とする「サービスの向上と業務効率化の
ための新たな計画」を策定する方針。

改革の
考え方

１．国からの財政支出の削減

削減額など
平成22年度予算 平成23年度～平成21年度

ための新たな計画」を策定する方針。

厚労省の方針に従う

平成22年度予算 平成23年度～

286百万円 厚労省の方針に従う

平成21年度

39,419百万円

２．組織のスリム化

平成22年度 平成23年度～平成21年度 削減数など

３ 余剰資産の売却

5,087人5,256人 少なくとも▲525人23年度に 4,962人(▲125人)
27年度までに少なくとも

4,562人(▲400人)

３．余剰資産の売却

遊休不動産の処分・宿舎の見直し 新計画に盛り込む

効果額など

４ 事務 事業の改革
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４．事務・事業の改革
１ 審査の充実
２ 業務効率化・コスト削減 等改革事項



改革の基本方針

○ 支払基金においては、自らの取組として、平成２１年５月より、審査委員代表、保険者代表、

診療担当者代表等の参画を得て「今後の審査委員会のあり方に関する検討会」を開催し、

平成２２年３月、報告書を公表。

○ 平成２２年度前半を目途に、平成２３～２７年度を対象期間とする「サービスの向上と○ 平成 年度前半を目途に、平成 年度を対象期間とする サ の向 と

業務効率化のための新たな計画」を策定する方針。

○ その中では、

① 電子レセプトによる審査の質の向上の方向性

② 審査を含む業務処理全般に関する現行の体制の見直し後の姿

③ 業務に係るコストの削減目標並びにそれに向けた財政見通し及び手数料単価の見込み③ 業務に係るコストの削減目標並びにそれに向けた財政見通し及び手数料単価の見込み

④ 審査実績の向上及び支部間差異の解消に向けて達成すべき目標を設定して

その進行状況を検証する仕組み
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等を盛り込む方針。



１．国からの財政支出の削減

平成22年度予算 平成23年度～ 削減額など

286百万円 厚労省の方針に従う 厚労省の方針に従う

≪具体的な見直しの内容≫ ≪見直しによる削減額≫

○ 社会医療診療行為別調査受託費○ 社会医療診療行為別調査受託費
（26百万円）

○ 診療報酬データ提供・レセ電調剤分析データ
提供受託費 （27百万円）

厚労省の方針に従う

○ 介護保険関係業務費補助金○ 介護保険関係業務費補助金
（233百万円）

厚労省の方針に従う
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２．組織のスリム化

初 成 年度 削減数など平成22年度当初 平成23年度～ 削減数など

5,087人
23年度に 4,962人(▲125人)
27年度までに少なくとも 少なくとも▲525人, 人 27年度までに少なくとも

4,562人(▲400人)
少なく も 人

○ 電子レセプトへの対応に主眼を置いた組織の在り方の見直し

≪具体的な見直しの内容≫

○ 電子レセプトへの対応に主眼を置いた組織の在り方の見直し

改革前 改革後

○ 紙レセプトについては、目視点検を実施。
電子レセプトについては、点検条件を設定

してシステムチェックを実施。

○ す べ て の 電 子 レ セ プ ト に 対 し て

システムチェックを実施。人による審査を
「人でなければできない審査」に限定。してシステムチェックを実施。

○ 民間委託が可能である請求支払業務を
すべて民間に委託。

「人でなければできない審査」に限定。

○ 引き続き、アウトソーシングを実施。
す て民間 委託。

○ 支部ごとに庶務・会計・資金管理の業務を
処理。

○ 平成２３年度より、資金管理業務を本部
で一括して処理。
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○ 庶務・会計の業務を各ブロックで中核と
なる支部に集約する方向で検討。



職員定員の見直し
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請求支払業務のアウトソーシング

年 度 業 務 内 容

平成１４年度 ・ レセプトOCR処理業務

・ レセプトOCR処理業務
平成１５年度

・ 請求・支払データ入力業務の一部

・ レセプトOCR処理業務

平成１６年度 ・ 請求・支払データ入力業務の全部

・ レセプトの保険者別分類業務の一部（大規模支部）

レセプト 処理業務

平成１７年度

・ レセプトOCR処理業務

・ 請求・支払データ入力業務の全部

・ レセプトの保険者別分類業務の一部（全支部）保険者 分類 務 部 支部

平成１８年度～

・ レセプトOCR処理業務

・ 請求・支払データ入力業務の全部

レセプトの保険者別分類業務の全部（全支部）
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・ レセプトの保険者別分類業務の全部（全支部）



職員定数の削減

○ 「レセプトオンライン化に対応したサービスと業務効率化のための計画」（平成１９年１２月）
においては、平成２０～２３年には、レセプトのオンライン化に伴う９００人の要員効果を

見込んだ上で、４００人の要員を審査の充実に振り向け、５００人の定員削減を盛り込んだ

ところ。

○ 平成２２年度前半を目途に、平成２３～２７年度を対象期間とする「サービスの向上と

業務効率化のための新たな計画」を策定するに当たっては、平成２４年度以降に少なくとも

４００人の定員削減を盛り込む方針。

○ 具体的には○ 具体的には、

① 現行で支部ごとに処理されている資金管理業務（保険者に対する診療報酬の請求及び

医療機関に対する診療報酬の支払の業務）について、平成２３年度より、本部で一括して

処理し、効率化を図る

② 現行で支部ごとに処理されている庶務・会計の管理業務のうち、集約可能なものに

ついて 本部又は各ブロックで中核となる支部に集約する方向で検討する

8

ついて、本部又は各ブロックで中核となる支部に集約する方向で検討する

など、業務処理体制を見直すことにより、職員定員の削減を計画的に進める方針。



支部事務組織体制の見直し

４７支部体制のあり方については、「今後の審査委員会のあり方に関する
検討会」の議論を踏まえた検討が必要であるが、全国組織である支払基金
の機能を活かした事業運営を目指すの機能を活かした事業運営を目指す。

① 今後、職員定員削減を進める場合、中小支部が大支部と同様の組織体制で
は非効率なことから、平成２２年度から段階的に小支部の組織体制をスリム化。

支部を 課体制 課体制 編（１６支部を４課体制から３課体制へ再編）

② 成 度 集約 能 務 部 括 ブ 部② 平成２３年度からは、集約可能な業務を本部一括又はブロック中核支部
での処理体制とすることを検討。

地域性を考慮しながら、小支部の幹事長は、近県の幹事長が兼任する。

幹事長の兼任
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地域性を考慮しながら、小支部の幹事長は、近県の幹事長が兼任する。

⇒ 平成２２年度は、「鳥取支部」が該当



３．余剰資産の売却 効果額など

遊休不動産の処分及び宿舎の見直し 新計画に盛り込む

○ 遊休不動産の処分

≪具体的な内容≫ ≪具体的な効果≫

○ 売却の迅速化・効率化○ 遊休不動産の処分

・ 現有の１３支部１６物件の売却を
本部に移管。

○ 売却の迅速化・効率化

○ 宿舎の見直し
○ 資産のスリム化

○ 宿舎の見直し

・ 平成２３～２７年度の５年間で空戸
発生宿舎の処分及び自前宿舎から
借上宿舎への移行を計画的に推進。

○ 資産のスリム化

借 宿舎 移行を 推 。
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資産保有状況

現預金 土地 建物
その他

（車両 ソフトウェア等）
計

（単位：億円）

（車両、ソフトウェア等）

519 358 569 162 1,608

注１ 上記は、全会計の資産（現預金・資産）の合計である。（円滑導入勘定の現金３１０億円は、
翌年度事業の基金（ファンド）であるため除外した。）

注２ 現預金５１９億円のうち、積立金が４５６億円、未払金等が６３億円。積立金のうちでは、
退職給付引当預金が過半（255億円）。

注３ 土地・建物の事務所・宿舎別内訳
（単位：億円）

土地 建物 計

事務所 274 473 747

宿舎 84 96 180
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宿舎 84 96 180

計 358 569 927

＜平成20年度決算＞



遊休不動産の処分・宿舎の見直し

○ 現有の遊休不動産は、１３支部の１６物件。

遊休不動産の処分

○ 今後、売却の迅速・効率化を図るため、売却を支部から本部へ移管

する方針。

宿舎 確保 職員を全 的 異動さ る 事政策 必 欠

宿舎の見直し

○ 宿舎の確保は、職員を全国的に異動させる人事政策上、必要不可欠。

○ かつて、レセプト取扱件数の増加に伴う職員定員の増加に対応する

ため 当時の民間賃貸事情にかんがみ 自前宿舎を計画的に整備ため、当時の民間賃貸事情にかんがみ、自前宿舎を計画的に整備。

○ 近年、職員定員が削減される中で、宿舎によっては、空戸が発生。

○ 今後 宿舎の利用率の推移 コストの多寡等を踏まえ 処分の対象とすべき○ 今後、宿舎の利用率の推移、コストの多寡等を踏まえ、処分の対象とすべき

空戸発生宿舎及び借上宿舎に移行すべき自前宿舎を選定し、平成２３～２７

年度の５年間で空戸発生宿舎の処分及び自前宿舎から借上宿舎への移行を
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年度の５年間で空戸発生宿舎の処分及び自前宿舎から借上宿舎への移行を

計画的に推進する方針。



４．事務・事業の改革

１ 審査の充実改革事項 １ 審査の充実
２ 業務効率化・コスト削減 等

改革事項

≪具体的な見直しの内容≫ ≪見直しによる具体的な改革効果≫

○ 審査の充実
・ システムチェックの拡充（突合・縦覧審査等）

・ 支部間差異の解消（統計的データを活用した
実績の評価等）

○ 保険者の再審査請求に係る事務処理負担
の軽減
＊ 突合・縦覧審査で少なくとも５４億円

（２０年度審査実績）の査定効果実績の評価等）

○ システムの見直し

（２０年度審査実績）の査定効果
○ 審査の信頼性の向上

○ より高度なITの導入による審査の更なる

・ 平成２４年度を目途に機器更新

○ 積立金の取崩し

充実・効率化
○ システム経費の適正化

積 取崩
・ 施設及び設備準備積立金の積立の凍結

・ 平成２４年度までに別途積立金（２０年度末：
６９億円）の全額の取崩 し

○ 手数料の見直し

○ 保険者の財政負担の軽減

○ 手数料の見直し
・ 手数料水準の引下げ

・ 手数料体系の検討
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○ 役員の公募
･ 平成２２年８・９月の役員改選時に役員を公募。

○ 人事の公正性・透明性の確保



医科歯科計

原審査の状況（平成20年5月～平成21年4月審査分）

医科歯科計

　件数 　点数

請求件数（Ａ）　　　　　　 5億8,288万件
　　　　　　　　　　　　　　　　　 （102.2％）

請求点数（Ｃ）　　 1兆495億8,284万点
　　　　　　　　　　　　　　　　 （102.9％）（１か月当たり 4,857万件） （１か月当たり 874億6,524万点）

査定件数（Ｂ）　　　　　　　　 494.2万件
　　　　　　　　　　　　　　　　　 （106.3％）

査定点数（Ｄ）　　　　　20億6,901万点
　　　　　　　　　　　　　　　　　 （101.3％）（１か月当たり 41.2万件） （１か月当たり 1億7,242万点）

査定件数率（（Ｂ）/（Ａ）×100）　0.848％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（104.0％）

査定点数率（（Ｄ）/（Ｃ）×100）　0.197％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（98.4％）

《参考：国民健康保険団体連合会》 《参考：国民健康保険団体連合会》

注1） 返戻分を除く。
注2） 国民健康保険団体連合会については 平成20年4月～平成21年3月審査分

査定件数率（（Ｂ）／（Ａ）×100） 0.559％ 査定点数率（（Ｄ）／（Ｃ）×100） 0.112％
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注2） 国民健康保険団体連合会については、平成20年4月～平成21年3月審査分。

（出典）「審査支払機関の在り方に関する検討会」第1回資料3。



査定率に対する考え方

○ 請求者と同業のプロフェッショナルである医師・歯科医師○ 請求者と同業のプロフェッショナルである医師・歯科医師
によって構成される審査委員会の審査は、それ自体で保険診療
ルールに適合しない請求の発生を抑止する効果。ル ルに適合しない請求の発生を抑止する効果。

○ 加えて、審査委員会は、適正なレセプトが提出されるように
努力 うな「査定 どま な 数量 能な努力。このような「査定」にとどまらない数量化不可能な
審査委員会の役割を考慮すると、業務に要する費用と査定の
多寡を単純に論ずることは適切ではない多寡を単純に論ずることは適切ではない。

○ ピアレビューである審査委員会の審査は、専門的知識に○ ア ある審査委員会 審査は、専門的知識
基づく判断であり、仮に査定率に応じて手数料を設定したとし
ても、各支部における査定率の向上に対するインセンティブと
なり得な
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なり得ない。



電子レセプト請求普及状況（件数ベース）の推移（医科・歯科・調剤計）

普及率

○ 平成20年10月に支払基金での受け付けた電子レセプトの割合が全体の５割を突破51.2％）

〇 平成21年12月には、電子レセプト請求の割合が全体の７割を突破（71.2％）
【同月、医科（診療所・病院）の電子レセプトの割合も７割を突破（70.3％）】
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電子レセプトの審査

○ レセプトのほとんどが電子レセプトになれば、紙レセプト

の審査についてあった様々な制約から脱却の審査についてあった様々な制約から脱却。

○ レセプトの電子化によって、全ての電子レセプトについて、

少なくともシステムチェックが可能。これまで目視であった

ためにできなかった、本来の姿である「全レセプトの審査」

が可能。

○ 全ての電子レセプトについてシステムチェックを行うこと

を基本とし、人による審査は「人でなければできない審査」
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を基本とし、人による審査は 人でなければできない審査」

に限定すべき。



審査 充実

システムの主な取組み

１ 審査の充実

項 目 実施時期

⑴ コンピュータチェックの拡充

・傷病名と医薬品の適応等のチェック 平成２２年２月実施済

・傷病名と医薬品の禁忌等のチェック

・傷病名と診療行為（処置・手術・検査）の適応等のチェック

・歯科における部位（歯式）を特定したチェック

平成２２年１０月

平成２２年１０月

平成２２年１０月歯科 おける部位（歯式）を特定したチ ック

・傷病名と特定保険医療材料の適応等のチェック

平成２２年１０月

平成２４年 ４月

⑵ 未 ド化傷病名 傷病名 ド 変換 成 年 月実施済⑵ 未コード化傷病名の傷病名コードへの変換 平成２２年２月実施済

⑶ 突合・縦覧審査機能の開発 平成２３年 ４月

⑷ 原審査の履歴情報のレセプトへの付加 平成２２年 ７月
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２ サービスの向上

項 目 実施時期

⑴ レセプト電子データ提供

・紙レセプトの画像及びテキストデータのみを希望する保険者への対応

・組合本部及び支部のデータを組合本部へ一括して提供

平成２２年４月実施済

平成２２年４月実施済・組合本部及び支部のデータを組合本部へ一括して提供 平成２２年４月実施済

⑵ レセプトのオンラインによる請求

・パソコンの基本ソフト等（Windows7、MacOS、IE 8）の追加対応 平成２２年３月実施済

・医療機関・薬局への振込額明細データの配信

・公費負担医療実施機関へのオンライン請求の開始

・保険者への請求関係帳票データの配信

平成２２年 ６月

平成２２年 ７月

平成２２年 ８月

項 目 実施時期

３ システムの充実

項 目 実施時期

⑴ 保険者及び医療機関等からの再審査等請求の電子化対応 平成２２年 ７月

⑵ 機器更新等
・現行機器の老朽化に対し、最新のＩＴ技術を導入し、効率的かつ
合理的なシステムを構築

大規模災害が発生した場合であっても 事業継続 復旧を迅速に
平成２４年度
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・大規模災害が発生した場合であっても、事業継続・復旧を迅速に
行うため、データセンター及び支部のバックアップシステムを構築



４ 操作性の向上

項 目 実施時期項 目 実施時期

⑴ 審査委員会へ繰り返し上程できる機能 平成２２年 ７月

プ 成 年 月⑵ 重点審査を実施するレセプトを設定する機能の充実 平成２２年１０月

⑶ 審査委員会相互の連携システム（他支部の審査委員への照会機能） 平成２３年 ４月

⑷ 電子レセプトに即した審査画面の再構築 平成２３年 ４月

５ 制度改正への対応

項 目 実施時期

⑴ 平成２２年度診療報酬改定への対応

・電子点数表の構築

・基本マスタのメンテナンス

平成２２年３月実施済

平成２２年３月実施済基本マスタのメンテナンス

・記録条件仕様、標準仕様及び受入システムのメンテナンス

平成２２年３月実施済

平成２２年 ５月

⑵ 診療行為及び傷病名等によりレセプトを診療科別に分類する機能 平成２２年 ５月
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ク対象 薬 数 電 プ 請求 薬 ド を対象

医薬品チェックの状況

○ チェック対象医薬品数：９２６品目（電子レセプト請求用の医薬品コード（１９，４１２品目）の４．８％を対象）

○ チェック項目：医薬品に対する適応病名の有無、投与量・投与日数の適否（一定基準との比較）

○ チェック対象レセプト：医科レセプト及びＤＰＣの出来高分レセプト

○ ３月処理の状況 【総括】

区分 件数 医薬品数

３月に受付けた電子レセプト（医科＋ＤＰＣ出来高分）
①

２９，０２３，３３１件
②

延 ３３，３６１，３５８品目

④
チェック対象医薬品の請求を含むレセプト

③
２，６６５，９９４件

④

延 ３，８７８，８７４品目

３月にチェックした医薬品のシェア
（ ③／① ）

９．２％
（ ④／② ）

１１．６％

チェックによって疑義付せんが付いた医薬品
⑤

延 ２５７ ８５５品目
（ ⑤／④ ）

６ ６％

１１．６％

チェック結果

延 ２５７，８５５品目 ６．６％

審査の結果査定になった医薬品
⑥

延 １５，３０８品目
（ ⑥／④ ）

０．４％
（⑥／⑤）

５．９％

審査の結果返戻になったレセプト
⑦

３ ０４８件
（ ⑦／③ ）

０ １％
（⑦／⑤）

１ ２％
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３，０４８件 ０．１％ １．２％

※パーセンテージの端数は、全て小数点未満第２位を四捨五入した。



支部間差異の解消策

① 新たな支部 差異を発生さ な と

基本的な考え方

① 新たな支部間差異を発生させないこと。

② 従来からある支部間差異についてはできるだけ② 従来からある支部間差異についてはできるだけ

優先順位を定めて解消を図ること。

③ 支部間差異の問題は保険者から提起されることが

多いことから、保険者からの指摘された事項について

検討し 対応する体制を整備すること検討し、対応する体制を整備すること。

④ 支部間差異の解消には、スピード感を持って取り組む

と

22

こと。



具体的な方策

① 全国の審査委員会が情報を共有して協議を行う体制を

確立し、支部間で相談・協議を行う体制を、全国で、又は

全国をいくつかに分けたブロックごとに実施していく必要。全国をいくつかに分けたブロックごとに実施していく必要。

② 新たな支部間差異を発生させないため② 新たな支部間差異を発生させないため、

保険診療ルールについての解釈の疑義が生じた場合、険 療 解 疑 場 、

早期に疑義解釈に回答を出す体制を確立すべき。
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③ 厚生労働省の回答が出るまでの間、本部において③ 厚 労働省 回答 間、本部

暫定的な見解を示すべきであり、そのために必要な

体制を構築すべき。

④ 学会のガイドラインと保険診療ル ルの整合性に④ 学会のガイドラインと保険診療ルールの整合性に

ついても厚生労働省とも協議しつつ、本部においてても厚生労働省とも協議し 、本部にお て

その調整の仕組みを作るべき。

⑤ 本部において専門家のワーキンググループを設置し、

頻度を多く開催し 審査基準を示すことにより全国で頻度を多く開催し、審査基準を示すことにより全国で

整合性のある答えを導き出すことが必要。
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⑥ 支部間差異の実態調査を進めるべき。

⑦ 支部職員の審査事務能力の平準化を図るため、⑦ 支部職員の審査事務能力の平準化を図るため、

研修の強化、職員が他支部において審査事務を行う

支部実践研修の実施、審査事務の低調な支部に対して

本部からの支援・指導を行う等の対策を強化。本部からの支援 指導を行う等の対策を強化。

⑧ 電子レセプトについては、審査に関する統計データ⑧ 電子レセプトについては、審査に関する統計デ タ

が多く得られることから、このデータを活用して

審査委員及び職員の審査、審査事務について検証

すべき
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すべき。



システムの見直し

○ 支払基金としては、審査の更なる充実・効率化を図るため、

平成２４年度を目途にシステムの機器更新を実施し、より一層

高度なＩＴを導入したシステムの整備を進める方針。高度な を導入 シ テ 整備を進 る方針。

○ その際にも、システム経費の適正化を図るため、新規のそ 際 、 経費 、新規

システムの開発等については、一般競争入札で業者を選定

するとともに 随意契約によらざるを得ない既存のシステムのするとともに、随意契約によらざるを得ない既存のシステムの

改修等については、外部機関によるシステム監査を実施する

方針方針。
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平成22年度平成21年度

平成２２年度支出予算

▲21億円
（▲2.4％）

成 年度

847億円
平成21年度

868億円

給与諸費 給与諸費▲19億円

（▲4.3％）

給与諸費
440億円

給与諸費
421億円

審査委員会費 審査委員会費±０
審査委員会費

114億円
審査委員会費

114億円

＋13億円

（+4.6％）

業務経費
284億円

業務経費
297億円
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▲16億円

（▲53.3％）
役員会費・施設費・積立金・予備費

30 億円
役員会費・施設費・積立金・予備費

１４億円

・ 施設及び設備準備積立金への

積立を凍結 ▲16億円



内訳（業務経費）

＋13億円

（+4.6％）

平成22年度

297億円

平成21年度

284億円

+25億円

システム関連経費

129億円
システム関連経費

156億円+25億円

（+13.4％）一般業務経費
187億円

一般業務経費
212億円

156億円

電子データ提供経費

その他経常経費

58億円
その他経常経費

56億円

▲4億円（▲9.8％）

▲6億円（▲22.2％）
電子データ提供経費 21億円

退職給付引当預金への繰入

37億円

退職給付引当預金への繰入

41億円

電子データ提供経費
27億円
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消費税 29億円 消費税 27億円
▲2億円（▲6.9％）

37億円



内訳（一般業務経費）

＋25億円
（+13.4％）

平成21年度
187億円

平成22年度
212億円

・電子レセプト関連開発経費●システム関連経費：128.7億円

●システム関連経費：156.4億円
（+27.7億円 +21.5％）

開発等経費
38 億円

開発等経費
67.2億円＋28.7億円

(+74.5%)

・電子レセプト関連開発経費
48.6億円（＋21.1億円）

・システム基盤整備経費 13.2億円（＋5.7億円）
・請求支払計算システム等改修経費

5.4億円（＋1.9億円）

シ

シ
ス
テ

38.5億円

維持管理経費 維持管理経費
＋6.3億円

・機器使用料 33.8億円（＋0.8億円）
・保守・運用経費 22.1億円（＋6.8億円）
・計算センター経費 14 8億円（▲1 3億円）

シ
ス
テ
ム
関

テ

ム
関

連

委託経費

維持管理経費
64.4億円

維持管理経費
70.7億円

▲7 3億円

(+9.8%)

・紙レセ減少によるアウトソーシングの減
（▲7.3億円）

計算センタ 経費 14.8億円（▲1.3億円）関
連
経
費

連

経

費

その他経常経費

委託経費
25.8億円

委託経費
18.5億円

その他経常経費▲2.2億円

▲7.3億円
(▲28.3%) ・通信費 8.5億円

・事務用備品・消耗品費 5.7億円
・水道光熱費 6.6億円
・建物賃借料 7.2億円

本部ビル借上げ料 3 3億円

費
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その他経常経費
58.0億円

その他経常経費
55.8億円(▲3.8%)

本部ビル借上げ料 3.3億円
東京支部ビル借上げ料 2.6億円
宿舎借上げ料 1.3億円

・事務所等維持管理費 7.2億円
・公租公課 2.8億円 など



事 務 費 単 価 の 推 移

118 .2119 .0

単位： 円 事務費単価の推移

116.2117 .0

審査・支払分
（紙請求分）

114 .2

113 2

114 .2114 .2114 .2 114 .2 114 .2114 .2114 .2114 .2115 .0

113 .2

112 .2113 .2

112 0

113 .0

電子媒体請求促進分

110 .2
112 .0

109 0

111 .0 ▲２円

ピーク時の平成１３年度と

比較すると １０年間で１４ ２円

108.2
108 .5

107 .0

109 .0 比較すると、１０年間で１４．２円

（１２％）の引下げを実現。

105.0 ▲４．５円

オンライン請求促進分

30

104 .0
103 .0

平 成 13年 度 平 成 14年 度 平 成 15年 度 平 成 16年 度 平 成 17年 度 平 成 18年 度 平 成 19年 度 平 成 20年 度 平 成 21年 度 平 成 22年 度

オンライン請求促進分



○ 電子レセプトに関する平均の事務費単価について 「原則完全オンライン化の段階

平成２２年度 事務費単価

○ 電子レセプトに関する平均の事務費単価について、「原則完全オンライン化の段階

における手数料適正化の見通し」（平成20年3月）で見込んだ平成23年度の水準を

1年前倒しで達成。

医科・歯科分 調剤分

オンライン請求促進分 1０４円００銭 ４７円００銭

電子媒体請求促進分 １０８円２０銭 ５１円２０銭

審査支払分（紙請求） １１４円２０銭 ５７円２０銭

○ 「サービスの向上と業務効率化のための新たな計画」においては、業務に係る
コストの削減目標に向けた財政見通し及び手数料単価の見込みを盛り込む方針。

○ 平成２３年度以降の手数料については、その体系も含め、「サービスの向上と
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○ 平成 年度以降 手数料 は、そ 体系も含め、 サ 向
業務効率化のための新たな計画」の内容等を踏まえて検討する方針。



社会保険診療報酬支払基金役員名簿
（平成２２年３月３１日現在）

氏名 現職

高橋　直人 全国健康保険協会理事

赤塚　俊昭 デンソー健康保険組合常務理事

代表区分

保
険

杉　　俊夫 三菱健康保険組合理事長

峯村　栄司 共済組合連盟常務理事

島田　尚信 UIゼンセン同盟書記長

険
者

被
藤井　一也 日本私鉄労働組合総連合会書記長

黒田　正和 日本化学エネルギー産業労働組合連合会副会長

篠原　淳子 日本労働組合総連合会総合政策局生活福祉局長理
事

被
保
険
者

竹嶋　康弘 日本医師会副会長

藤原　淳 日本医師会常任理事

原中　勝征 茨城県医師会長

近藤 勝洪 日本歯科医師会副会長

事

診
療

担
当
者

近藤　勝洪 日本歯科医師会副会長

中村　秀一 社会保険診療報酬支払基金理事長

足利　聖治 社会保険診療報酬支払基金専務理事

中島 正治 社会保険診療報酬支払基金理事

公
益

中島　正治 社会保険診療報酬支払基金理事

山崎　英昭 　　　　　　〃

保 高田　清彦 中国電力健康保険組合常務理事

被 髙橋　健二 全日本海員組合中央執行委員監
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被 髙橋 健 本海員組合中央執行委員

診 油谷　桂朗 京都府医師会顧問

公 中山　和之 社会保険診療報酬支払基金監事

監
事



審査・支払業務に係るコスト

  ○ 施設費、積立金、 

役 費

支出総額：８７３億円
平成20年度一般会計決算

 

 

 ○システム関連経費：153 億円 

 ・維持管理費 

開発等経費

８４億円(9.6％) 

２５億円(2.9%)    役員会費

○ 審査委員会費 

○ 業務経費 

 

 

 

 

・開発等経費

 ・委託経費 

○その他経常経費：  55 億円 

 ・通信費 

 ・事務所維持管理費 

 ・水道光熱費 等 

○消 費 税 30 億円

２４５億円 
（28.1％） 

 

 

 

 

○消 費 税：   30 億円

○福利厚生費：    7 億円 

○ 退職給付引当預金 

への繰入 63 億円(7.2％) 

 

 

 

４５６億円
（支払基金試算）
ラスパイレス指数 106 9

 

 

 

 

４５６億円

(52.2%) 
○ 給与諸費 

ラスパイレス指数：106.9
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レセプト1件当たりの費用の試算

６９．８８円
審査関係事務 ２０年度調剤分２０年度審査支払分

審査委員会費
１８．０３円

業務経費等
４７．２６円

１２２．３３円

業務経費等
１４．５１円

人件費等
人件費等

業務経費等
１７．３６円

業務経費等

審査委員会費
１８．０３円

・機械処理経費
搬費

人件費等
３７．３４円

人件費等
２９．９０円

業務経費等
３２．９８円

・通信運搬費
・納税消費税
・光熱₊水料₊建物借料
・施設費

５２．４５円
請求・支払関係事務

人件費等
７１．３２円

人件費等
３３ ９８円

業務経費等
１８．４７円
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３３．９８円


